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４. 中間連結財務諸表 

 (１) 中間連結貸借対照表 
 

  
前中間連結会計期間末
(平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間末
(平成 19 年９月 30 日)

対前中間期比 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
(平成 19 年３月 31 日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

増減(千円) 金額(千円) 
構成比
（％）

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １. 現金及び預金 ※２ 3,085,494 3,623,848  2,161,468

 ２. 受取手形及び売掛金 ※４ 2,949,423 4,223,992  4,487,027

 ３. 有価証券  35,071 35,151  35,106

 ４. たな卸資産  2,476,172 2,783,648  2,462,712

 ５. 繰延税金資産  64,419 66,862  66,266

 ６. その他  439,301 313,401  237,820

  貸倒引当金  △138,229 △27,010  △29,342

 流動資産合計  8,911,654 53.4 11,019,893 56.2 2,108,239 9,421,059 53.8

Ⅱ 固定資産   

 １. 有形固定資産 ※１  

 (1) 建物及び構築物 ※２ 2,508,908 2,813,075  2,750,894

 (2) 機械装置及び運搬具  2,450,361 2,777,908  2,620,960

 (3) 土地 ※２ 1,852,384 2,014,180  1,982,292

 (4) その他  365,565 619,260  365,769

  計  7,177,220 8,224,425  7,719,916

 ２. 無形固定資産  98,955 53,970  65,981

 ３. 投資その他の資産   

 (1) 投資有価証券  126,673 111,750  120,833

 (2) 繰延税金資産  193,666 ―  ― 

 (3) その他  213,541 215,669  211,446

  貸倒引当金  △21,694 △17,347  △17,415

  計  512,187 310,072  314,864

 固定資産合計  7,788,363 46.6 8,588,467 43.8 800,104 8,100,763 46.2

 資産合計  16,700,018 100.0 19,608,361 100.0 2,908,343 17,521,822 100.0
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前中間連結会計期間末
(平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間末
(平成 19 年９月 30 日)

対前中間期比 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
(平成 19 年３月 31 日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

増減(千円) 金額(千円) 
構成比
（％）

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １. 支払手形及び買掛金  1,769,867 2,286,566  1,976,518

 ２. 短期借入金 ※2,3 1,697,792 1,821,976  1,602,686

 ３. 未払法人税等  60,055 188,782  151,592

 ４. 未払金及び未払費用  528,237 673,668  589,245

 ５. 賞与引当金  83,546 241,032  123,152

 ６. その他  116,964 338,541  141,073

 流動負債合計   4,256,463 25.5 5,550,567 28.3 1,294,104 4,584,268 26.2

Ⅱ 固定負債    

 １. 長期借入金 ※２ 1,966,965 2,391,041  1,899,464

 ２. 繰延税金負債  ― 24,643  26,720

 ３. 役員退職慰労引当金  546,064 563,743  556,254

 ４. その他  182,581 113,257  138,830

 固定負債合計  2,695,610 16.1 3,092,685 15.8 397,074 2,621,268 14.9

 負債合計  6,952,074 41.6 8,643,252 44.1 1,691,178 7,205,537 41.1

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本    

 １. 資本金  1,241,788 7.4 1,241,788 6.3 ―  1,241,788 7.1

 ２. 資本剰余金  1,183,816 7.1 1,183,816 6.0 ―  1,183,816 6.8

 ３. 利益剰余金  7,485,694 44.8 8,394,267 42.8 908,572 7,857,185 44.8

 ４. 自己株式  △120,375 △0.7 △120,375 △0.6 ―  △120,375 △0.7

株主資本合計  9,790,923 58.6 10,699,496 54.5 908,572 10,162,414 58.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １. その他有価証券評価差額金  19,483 0.1 11,584 0.1 △7,898 16,002 0.1

 ２. 為替換算調整勘定  △62,462 △0.3 254,027 1.3 316,490 137,868 0.8

評価・換算差額等合計  △42,979 △0.2 265,612 1.4 308,592 153,871 0.9

純資産合計  9,747,944 58.4 10,965,108 55.9 1,217,164 10,316,285 58.9

負債純資産合計  16,700,018 100.0 19,608,361 100.0 2,908,343 17,521,822 100.0
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 (２) 中間連結損益計算書 
  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成 19 年 4月 １日
至 平成 19 年 9月 30 日)

対前中間期比 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成 18 年 4月 １日
至 平成 19 年３月 31 日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

増減(千円) 金額(千円) 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  6,450,115 100.0 8,536,459 100.0 2,086,344 14,671,907 100.0

Ⅱ 売上原価  5,573,157 86.4 7,259,267 85.0 1,686,110 12,678,360 86.4

 売上総利益  876,958 13.6 1,277,192 15.0 400,234 1,993,547 13.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 707,189 11.0 786,065 9.2 78,875 1,478,956 10.1

 営業利益  169,768 2.6 491,127 5.8 321,358 514,590 3.5

Ⅳ 営業外収益   

 １. 受取利息  3,214 8,735 5,521 7,369

 ２. 受取配当金  691 723 32 1,336

 ３. 投資不動産賃貸料  11,507 10,069 △1,437 23,014

 ４. 為替差益  107,502 314,327 206,825 498,862

 ５. その他  40,588 31,915 △8,672 67,488

 営業外収益合計  163,503 2.5 365,772 4.2 202,268 598,071 4.1

Ⅴ 営業外費用   

 １. 支払利息  59,769 44,981 △14,788 112,544

 ２. 減価償却費  5,453 4,806 △646 10,804

 ３. コミットメント手数料  8,578 8,647 68 13,580

 ４. その他  7,577 11,095 3,518 19,772

 営業外費用合計  81,379 1.2 69,530 0.8 △11,848 156,701 1.1

 経常利益  251,893 3.9 787,368 9.2 535,475 955,960 6.5

Ⅵ 特別利益   

 １. 固定資産売却益 ※２ 12,518 18,955 6,436 22,987

 ２．貸倒引当金戻入益  ― 2,399 2,399 4,082

 特別利益合計  12,518 0.2 21,355 0.3 8,836 27,069 0.2

Ⅶ 特別損失   

 １. 固定資産売却損 ※３ 2,695 2,332 △363 2,831

 ２. 固定資産除却損 ※４ 8,217 2,441 △5,776 10,813

 特別損失合計  10,913 0.2 4,773 0.1 △6,139 13,645 0.1

 
税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 253,498 3.9 803,950 9.4 550,451 969,385 6.6

 法人税､住民税及び事業税  54,674 0.8 174,298 2.0 119,624 178,172 1.2

 法人税等調整額  86,116 1.3 323 0.0 △85,792 307,015 2.1

 中間(当期)純利益  112,707 1.8 629,327 7.4 516,620 484,198 3.3
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 (３) 中間連結株主資本等変動計算書 
  
前中間連結会計期間 (自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 
 

株 主 資 本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日 残高 

（千円） 
1,241,788 1,183,816 7,475,033 △120,375 9,780,262

中間連結会計期間中の変動額  

 
剰余金の配当（注） △92,246  △92,246

 
取締役賞与（注） △9,800  △9,800

 
中間純利益 112,707  112,707

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 

中間連結会計期間中の変動額 

合計（千円） 
― ― 10,661 ―  10,661

平成 18 年９月 30 日 残高 

（千円） 
1,241,788 1,183,816 7,485,694 △120,375 9,790,923

 
評 価 ･ 換 算 差 額 等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年３月 31 日 残高 

（千円） 
27,674 △119,435 △91,760 9,688,501 

中間連結会計期間中の変動額  

 
剰余金の配当（注） △92,246 

 
取締役賞与（注） △9,800 

 
中間純利益 112,707 

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

△8,191 56,972 48,780 48,780 

中間連結会計期間中の変動額 

合計（千円） 
△8,191 56,972 48,780 59,442 

平成 18 年９月 30 日 残高 

（千円） 
19,483 △62,462 △42,979 9,747,944 

 （注） 平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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 当中間連結会計期間 (自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 
 

株 主 資 本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 19 年３月 31 日 残高 

（千円） 
1,241,788 1,183,816 7,857,185 △120,375 10,162,414

中間連結会計期間中の変動額  

 
剰余金の配当 △92,246  △92,246

 
中間純利益 629,327  629,327

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 

中間連結会計期間中の変動額 

合計（千円） 
― ― 537,081 ―  537,081

平成 19 年９月 30 日 残高 

（千円） 
1,241,788 1,183,816 8,394,267 △120,375 10,699,496

 
評 価 ･ 換 算 差 額 等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 19 年３月 31 日 残高 

（千円） 
16,002 137,868 153,871 10,316,285 

中間連結会計期間中の変動額  

 
剰余金の配当 △92,246 

 
中間純利益 629,327 

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

△4,418 116,159 111,741 111,741 

中間連結会計期間中の変動額 

合計（千円） 
△4,418 116,159 111,741 648,823 

平成 19 年９月 30 日 残高 

（千円） 
11,584 254,027 265,612 10,965,108 
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 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 
  

株 主 資 本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日 残高 

 （千円） 
1,241,788 1,183,816 7,475,033 △120,375 9,780,262

連結会計年度中の変動額  

 
剰余金の配当（注） △92,246  △92,246

 
取締役賞与（注） △9,800  △9,800

 
当期純利益 484,198  484,198

 株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

 

連結会計年度中の変動額合計 

(千円) 
― ― 382,152 ―  382,152

平成 19 年３月 31 日 残高 

（千円） 
1,241,788 1,183,816 7,857,185 △120,375 10,162,414

 
評 価 ･ 換 算 差 額 等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年３月 31 日 残高 

 （千円） 
27,674 △119,435 △91,760 9,688,501 

連結会計年度中の変動額  

 
剰余金の配当（注） △92,246 

 
取締役賞与（注） △9,800 

 
当期純利益 484,198 

 株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

△11,672 257,303 245,631 245,631 

連結会計年度中の変動額合計 

(千円) 
△11,672 257,303 245,631 627,783 

平成 19 年３月 31 日 残高 

（千円） 
16,002 137,868 153,871 10,316,285 

 （注） 平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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 (４) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 １日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 １日
至 平成19年9月30日)

対前中間期比 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

(自 平成18年4月 １日
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 増減(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

 税金等調整前中間(当期)純利益  253,498 803,950  969,385

 減価償却費  529,162 590,023  1,110,780

 貸倒引当金の増減額(減少：△)  5,933 △2,399  △2,994

 賞与引当金の増減額(減少：△)  △41,136 117,880  △1,530

 役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)   12,149 7,489  22,339

 受取利息及び受取配当金  △3,905 △9,459  △8,705

 支払利息  59,769 44,981  112,544

 為替差損益(差益：△)  △174,664 △132,847  △508,806

 投資有価証券評価損  ― 1,669  ― 

 有形固定資産売却益  △12,518 △18,955  △22,987

 有形固定資産売却損  2,695 2,332  2,831

 有形固定資産除却損  8,217 2,427  10,766

 無形固定資産除却損  ― 13  46

 売上債権の増減額(増加：△)  782,623 301,287  △662,642

 たな卸資産の増減額(増加：△)  △504,145 △240,776  △310,995

 仕入債務の増減額(減少：△)  206,517 234,816  475,484

 未収消費税等の増減額(増加：△)  6,244 33,823  △67,381

 取締役賞与の支払額  △9,800 ―  △9,800

 その他  70,396 △88,212  93,557

 小計  1,191,037 1,648,043 457,005 1,201,892

 利息及び配当金の受取額  3,233 9,066  7,674

 利息の支払額  △75,582 △46,122  △128,866

 法人税等の支払額  △12,086 △146,896  △47,094

 営業活動によるキャッシュ・フロー  1,106,602 1,464,091 357,489 1,033,605
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前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 １日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 １日
至 平成19年9月30日)

対前中間期比 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

(自 平成18年4月 １日
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 増減(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額(増加：△)  △23,291 △6,953  △316,095

 有形固定資産の取得による支出  △428,780 △577,742  △1,042,931

 有形固定資産の売却による収入  22,796 23,226  39,027

 無形固定資産の取得による支出  △34,986 △163  △40,275

 その他  △1,848 △1,919  △3,748

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △466,111 △563,553 △97,441 △1,364,023

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額(減少：△)  △15,450 34,200  △150,000

 長期借入れによる収入  ― 1,476,340  123,200

 長期借入金の返済による支出  △254,377 △871,866  △518,168

 リース債務の返済による支出  △26,792 △39,913  △68,036

 配当金の支払額  △92,246 △92,246  △92,246

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △388,865 506,514 895,379 △705,250

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  22,778 47,296 24,518 88,873

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  274,403 1,454,349 1,179,946 △946,794

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,446,951 1,500,156 △946,794 2,446,951

Ⅶ 
現金及び現金同等物の中間期末 

(期末)残高 
※ 2,721,354 2,954,505 233,151 1,500,156
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    4社 

連結子会社の名称 

エポンゴルフ㈱ 

ENDO THAI CO.,LTD. 

ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND) CO.,LTD．

ENDO FORGING (THAILAND) 

CO.,LTD．

(1) 連結子会社の数    4社 

連結子会社の名称 

エポンゴルフ㈱ 

ENDO THAI CO.,LTD. 

ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND) CO.,LTD．

ENDO FORGING (THAILAND) 

CO.,LTD．

(1) 連結子会社の数    4社 

連結子会社の名称 

エポンゴルフ㈱ 

ENDO THAI CO.,LTD. 

ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND) CO.,LTD．

ENDO FORGING (THAILAND) 

CO.,LTD．

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

――――――― 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社名 

ENDO STAINLESS STEEL 

(VIETNAM) CO.,LTD．

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、当中間連

結会計期間に設立されまし

たが、当中間連結会計期間末

現在操業準備中で事業を開

始しておらず、中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

――――――― 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社は

ありませんので、該当事項はあり

ません｡ 

(1) 持分法を適用した非連結子会

社及び関連会社数 

該当事項はありません｡ 

非連結子会社及び関連会社は

ありませんので、該当事項はあり

ません｡ 

  (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称等 

ENDO STAINLESS STEEL 

(VIETNAM) CO.,LTD．

非連結子会社は、当中間連

結会計期間に設立されまし

たが、当中間連結会計期間末

現在操業準備中で事業を開

始しておらず、中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、持分法の適用

範囲から除外しております。
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項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事

項 

連結子会社のうち ENDO THAI 

CO.,LTD.、ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND) CO.,LTD.及びENDO 

FORGING (THAILAND) CO.,LTD.の

中間決算日は、6月30日でありま

す。 

中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の財

務諸表を使用しております。ただ

し、中間連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

同  左 連結子会社のうち ENDO THAI 

CO.,LTD.、ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND) CO.,LTD.及びENDO 

FORGING (THAILAND) CO.,LTD.の

同決算日は、12月31日でありま

す。 

連結財務諸表の作成に当たっ

ては、決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、連結決

算日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(ｲ) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(ｲ) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(ｲ) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定)を採用しております。 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

を採用しております。 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

時価のないもの 

同  左 

時価のないもの 

同  左 

 ② デリバティブ 

時価法を採用しております。

② デリバティブ 

同  左 

② デリバティブ 

同  左 

 ③ たな卸資産 

主として総平均法による原価

法を採用しております。 

③ たな卸資産 

同  左 

③ たな卸資産 

同  左 
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項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

 (ﾛ) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(ﾛ) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(ﾛ) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

 ① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年4月1日以降に取

得した建物(附属設備を除く)は

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

建物及び構築物 

7～31年 

機械装置及び運搬具 

5～15年 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年4月1日以降に取

得した建物(附属設備を除く)は

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

建物及び構築物 

7～31年 

機械装置及び運搬具 

5～15年 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年4月1日以降に取

得した建物(附属設備を除く)は

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

建物及び構築物 

7～31年 

機械装置及び運搬具 

5～15年 

  （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

この変更による損益に与え

る影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 

  （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

この変更による損益に与え

る影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 
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項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、自社利用ソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(5年)に基づいており

ます。 

② 無形固定資産 

同  左 

② 無形固定資産 

同  左 

 (ﾊ) 重要な引当金の計上基準 (ﾊ) 重要な引当金の計上基準 (ﾊ) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は

債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。ま

た、在外連結子会社は主として

特定の債権について回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同  左 

① 貸倒引当金 

同  左 

 ② 賞与引当金 

当社は従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるため、

賞与支給見込額に基づき当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

当社及び在外連結子会社は

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額に基づき当中間連結会

計期間負担額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

当社は従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるため、

賞与支給見込額に基づき当連

結会計年度負担額を計上して

おります。 
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項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

 ③ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

年金資産見込額が退職給付債

務見込額に未認識数理計算上の

差異を加減した額を下回る場合

には、当該差異を退職給付引当

金として計上し、上回る場合に

は当該超過額を前払年金費用と

して計上しております。当中間

連結会計期間末においては、前

払年金費用91,663千円を固定資

産の投資その他の資産｢その他｣

に含めて計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から処理して

おります。 

③ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

年金資産見込額が退職給付債

務見込額に未認識数理計算上の

差異を加減した額を下回る場合

には、当該差異を退職給付引当

金として計上し、上回る場合に

は当該超過額を前払年金費用と

して計上しております。当中間

連結会計期間末においては、前

払年金費用96,689千円を固定資

産の投資その他の資産「その他」

に含めて計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から処理して

おります。 

③ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上してお

ります。 

年金資産見込額が退職給付債

務見込額に未認識数理計算上の

差異を加減した額を下回る場合

には、当該差異を退職給付引当

金として計上し、上回る場合に

は当該超過額を前払年金費用と

して計上しております。当連結

会計年度末においては、前払年

金費用93,952千円を固定資産の

投資その他の資産｢その他｣に含

めて計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から処理して

おります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退職慰労

金支給内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同  左 

④ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退職慰労

金支給内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 (ﾆ) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準

(ﾆ) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準

(ﾆ) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債

は、子会社中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しておりま

す。 

同  左 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産及び負債は、

子会社決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 
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項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

 (ﾎ) 重要なリース取引の処理方

法 

(ﾎ) 重要なリース取引の処理方

法 

(ﾎ) 重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同  左 

 

同  左 

 

 (ﾍ) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

(ﾍ) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

(ﾍ) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

当社及び国内連結子会社の消

費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

① 消費税等の会計処理 

同  左 

 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

 

 ② 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額 

当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている特別償却準備金の積立て

及び取崩しを前提として、当中

間連結会計期間に係る金額を計

算しております。 

②   ――――――― ②   ――――――― 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同  左 同  左 

 



㈱遠藤製作所（7841）平成 20 年３月期中間決算短信 

24 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成 17 年 12 月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成 17 年 12 月９日)を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は 9,747,944 千円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成 17 年 12 月９日)を適用してお

ります。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は 10,316,285 千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 
 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

7,911,698千円 9,674,058千円 9,077,575千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 
 

建物及び構築物 624,367千円

土地 934,939 

計 1,559,306 
  

 
建物及び構築物 573,598千円

土地 934,939 

計 1,508,538 
  

 
建物及び構築物 597,909千円

土地 934,939 

計 1,532,849 
  

  上記の他、公共料金支払保証のため、

定期預金24,342千円を担保に供しており

ます。 

 担保付債務は、次のとおりであります。 

 上記の他、公共料金支払保証のため、

定期預金22,513千円を担保に供しており

ます。 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 上記の他、公共料金支払保証のため、

定期預金21,724千円を担保に供しており

ます。 

 担保付債務は、次のとおりであります。
 

短期借入金 126,000千円

長期借入金 811,000 

計 937,000 
   

 
短期借入金 226,000千円

長期借入金 948,000 

計 1,174,000 
  

 
短期借入金 126,000千円

長期借入金 748,000 

計 874,000 
  

※３ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約に基づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,900,000千円

借入実行残高 1,050,000 

差引額 1,850,000 
  

※３ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約に基づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,400,000千円

借入実行残高 1,050,000 

差引額 1,350,000 
  

※３ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,900,000千円

借入実行残高 1,050,000 

差引額 1,850,000 
  

※４ 中間連結会計期間末日満期手形 ※４ 中間連結会計期間末日満期手形 ※４ 連結会計年度末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたのものとして処理して

おります。当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 3,003千円
  

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたのものとして処理して

おります。当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであります。

受取手形 9,329千円
  

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、当連結会計年度の末日が金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたのものとして処理しておりま

す。当連結会計年度末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。 

受取手形 12,057千円
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（中間連結損益計算書関係）  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 
 

役員報酬 71,616千円

給与手当 188,300 

賞与引当金繰入額 27,813 

役員退職慰労引当金
繰入額 

12,149 

減価償却費 43,287 
  

 
役員報酬 79,112千円

給与手当 199,377 

賞与引当金繰入額 43,022 

役員退職慰労引当金
繰入額 

9,597 

減価償却費 43,044 
  

 
役員報酬 150,719千円

給与手当 385,872 

賞与引当金繰入額 32,967 

役員退職慰労引当金
繰入額 

22,339 

減価償却費 91,854 
  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 
 

機械装置及び運搬具 12,518千円
  

 
機械装置及び運搬具 18,955千円

  

 
機械装置及び運搬具 18,427千円

土地 4,413 

有形固定資産のその他 146 

計 22,987 
  

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 
 

機械装置及び運搬具 2,695千円
  

 
機械装置及び運搬具 2,290千円

有形固定資産のその他 42 

計 2,332 
  

 
機械装置及び運搬具 2,827千円

有形固定資産のその他 3 

計 2,831 
  

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 
 

建物及び構築物 672千円

機械装置及び運搬具 628 

有形固定資産のその他 6,916 

計 8,217 
  

 
建物及び構築物 1,706千円

機械装置及び運搬具 652 

有形固定資産のその他 81 

計 2,441 
  

 
建物及び構築物 672千円

機械装置及び運搬具 2,673 

有形固定資産のその他 7,467 

計 10,813 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
 

前中間連結会計期間 (自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 
 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末 

株式数 (千株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数 (千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数 (千株) 

当中間連結会計期間末

株式数 (千株) 

発行済株式  

普通株式 9,441 ― ―  9,441

合計 9,441 ― ―  9,441

自己株式  

普通株式 217 ― ―  217

合計 217 ― ―  217

 

２．新株予約権及び自己株式予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 92,246 10 平成18年３月31日 平成 18 年６月 28 日

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後と

なるもの 

該当事項はありません。 
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当中間連結会計期間 (自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 
 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末 

株式数 (千株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数 (千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数 (千株) 

当中間連結会計期間末

株式数 (千株) 

発行済株式  

普通株式 9,441 ― ―  9,441

合計 9,441 ― ―  9,441

自己株式  

普通株式 217 ― ―  217

合計 217 ― ―  217

 

２．新株予約権及び自己株式予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 92,246 10 平成19月３月31日 平成19年６月28日 

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後と

なるもの 

該当事項はありません。 
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前連結会計年度 (自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末 

株式数 (千株) 

当連結会計年度 

増加株式数 (千株) 

当連結会計年度 

減少株式数 (千株) 

当連結会計期間末 

株式数 (千株) 

発行済株式  

普通株式 9,441 ― ―  9,441

合計 9,441 ― ―  9,441

自己株式  

普通株式 217 ― ―  217

合計 217 ― ―  217

 

２．新株予約権及び自己株式予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 92,246 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当の原資

１株当たり

配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 92,246 利益剰余金 10 平成19年3月31日 平成19年6月28日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）
 
 千円

現金及び預金勘定 3,085,494 

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△399,212 

有価証券 35,071 

現金及び現金同等物 2,721,354 

  

 
 千円

現金及び預金勘定 3,623,848

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△704,494

有価証券 35,151

現金及び現金同等物 2,954,505

  

 
 千円

現金及び預金勘定 2,161,468

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△696,418

有価証券 35,106

現金及び現金同等物 1,500,156
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（リース取引関係）  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月 １日 

至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年4月 １日 

至 平成19年３月31日) 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

 

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価
償却

累計額
相当額
(千円)

中間 
期末 
残高 

相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

559,992 443,039 116,953 

有形固定資産
のその他 

7,079 3,182 3,896 

無形固定資産 6,707 3,353 3,353 

合計 573,779 449,575 124,204 

  

  

 

取得
価額

相当額
(千円)

減価
償却

累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高

相当額
(千円)

機械装置及び
運搬具 

265,285 192,023 73,261

有形固定資産
のその他 

7,079 4,464 2,614

無形固定資産 6,707 4,471 2,235

合計 279,071 200,959 78,112

  

  

 

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価
償却

累計額
相当額
(千円)

期末
残高

相当額
(千円)

機械装置及び
運搬具 

358,890 263,543 95,347

有形固定資産
のその他 

7,079 3,823 3,255

無形固定資産 6,707 3,912 2,794

合計 372,677 271,279 101,398

  
(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 55,468千円

１年超 76,495千円

合計 131,964千円
  

 
１年内 34,956千円

１年超 48,032千円

合計 82,988千円
  

 
１年内 45,779千円

１年超 61,496千円

合計 107,275千円
  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
 

支払リース料 55,789千円

減価償却費相当額 49,774千円

支払利息相当額 2,841千円
  

 
支払リース料 24,507千円

減価償却費相当額 21,955千円

支払利息相当額 1,550千円
  

 
支払リース料 84,196千円

減価償却費相当額 74,465千円

支払利息相当額 4,677千円
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同 左 同 左 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によってお

ります。 

同 左 同 左 

２.      ――――――― ２.オペレーティング・リース取引 ２.オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年内 10,331千円

１年超 9,072千円

合計 19,404千円
  

未経過リース料 

１年内 10,147千円

１年超 12,714千円

合計 22,862千円
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（有価証券関係） 
 
前中間連結会計期間末（平成 18 年９月 30 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの  

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 90,162 122,852 32,690 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 90,162 122,852 32,690 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 3,821 

マネー・マネジメント・ファンド 35,071 
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当中間連結会計期間末（平成 19 年９月 30 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの  

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 88,493 107,929 19,435 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 88,493 107,929 19,435 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 3,821 

マネー・マネジメント・ファンド 35,151 

 
（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 1,669 千円減損処理を

行っております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ 50％以

上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、

回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 
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前連結会計年度末（平成 19 年３月 31 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの  

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 90,162 117,012 26,849 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 90,162 117,012 26,849 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 3,821 

マネー・マネジメント・ファンド 35,106 
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（デリバティブ取引関係） 
 

前中間連結会計期間末（平成 18 年９月 30 日） 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損の状況  
対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨 米ドル 為替予約取引 58,750 58,566 △183 

金利  スワップ取引 226,500 814 814 

合計 285,250 59,381 631 

 
当中間連結会計期間末（平成 19 年９月 30 日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損の状況  
対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨 タイバーツ 為替予約取引 660,860 700,521 39,661 

金利  スワップ取引 196,350 △4,146 △4,146 

合計 857,210 696,375 35,515 

 
前連結会計年度末（平成 19 年３月 31 日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損の状況  
対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利  スワップ取引 289,850 △2,305 △2,305 

 
 
 

（ストック・オプション等関係） 
 

該当事項はありません。 
 
 

（企業結合等関係） 
 

該当事項はありません。 
 
 


